	段ボール箱製造業


減少傾向にあった受注は22年に入って持ち直している。受注単価は受注先の値下げ協力要請が厳しい一方、コスト面で、原紙やシートの購入価格の水準が引き続き高く、さらに、多品種小ロットや短納期による生産や輸送の効率低下も目立つ。ただし、生産数量が持ち直しているため、収益は厳しいながらやや改善している。

業界概要　

段ボール箱は、段ボールシートに印刷、型抜き、糊付け等を行って製造される。なお、シートは、原紙を波状に成形した中芯の両面又は片面にライナー（表紙）を貼り付けたものである。
生産形態をみると、一部の大企業では、段ボール原紙、シート、箱を一貫して生産する例がみられるが、一般には、段ボール原紙を購入してシートを製造するシートメーカーと、シートを購入して箱を製造する箱専業メーカーに分けられる。シートメーカーは中堅・大企業が多く、箱専業メーカーは中小企業が多い。
ほとんどのシートメーカーは自ら箱も製造しているが（シート面積ベースでは段ボール箱の７割弱はシートメーカーが生産）、これらの箱は量産品向け、大ロット品向けが多い。一方、箱専業メーカーは主に中小企業向けに多品種小ロットの箱を扱う。

なお、箱専業メーカーの中には、自社で設計を行い、シートメーカーに箱生産を委託する製造卸売業の業態もみられる。

段ボール箱は、一部で見込生産の既製品がみられるが、ほとんどは印刷、形状、デザイン等が指定され、受注生産される。

受注先の業種は多岐にわたるが、食料品・飲料が最も多く、次いで、薬品・洗剤・化粧品、通信販売・宅配、電気器具・機械器具が多い。
段ボール箱は、かさばる上に単価が低いため、長距離輸送による納品は収益を圧迫する。このため、大企業は全国の主な需要地の近くに分散して工場を設けている。一方、中小規模の箱専業メーカーでは、自社の営業圏をおおよそ30～50㎞までに限定しており、現在の有力受注先から、より遠方の工場への継続した納品を要請された場合、納品先の地元のシート又は箱専業メーカーに生産及び販売を委託する例がみられる。

平成20年における大阪府内の段ボール箱製造業の事業所数は329、従業者数は4,248人、製造品出荷額等は903億2百万円で、対全国比はそれぞれ11.3％、7.6％、5.7％である。また、段ボールシート製造業の事業所数は16、従業者数は512人、製造品出荷額等は172億56百万円で、対全国比はそれぞれ14.0％、12.9％、14.1％である（大阪府統計課『大阪の工業』、経済産業省『工業統計表（産業編）』、従業者３人以下を含む全数）。シートメーカーは、前述の通り、シートの一定割合を自家消費して箱を製造しており、箱での出荷額がシートを上回る場合、上記統計では段ボール箱製造業に分類されている。
生産は前年同期比で微増
段ボールシートの全国生産高は、20年、21年は前年比で減少したものの、22年に入って持ち直しており、前年同期比微増で推移している（経済産業省『紙・印刷・プラスチック・ゴム製品統計月報』）。
ヒアリングによれば、府内のシート及び箱専業メーカーの生産高もほぼ同様の傾向にあるが、有力受注先を中心に多数の小口受注先と取引する企業が多く、20、21年の減少は小幅にとどまり、22年は堅調に推移している企業も多い。

飲食料品向けを主力とする企業では、生産は堅調に推移しており、とくに今夏は猛暑の影響で清涼飲料向け、冷菓向けが大きく伸びた。また、減少基調が続いていた酒類も下げ止まりとなった。野菜類向けは全国では低調であったが、大阪府内メーカーの扱いは少なく、減少への影響は少なかった。
薬品・洗剤・化粧品向けを主力とする企業では、長期的に安定した受注を確保しており、量的な変動は少ない。ただし、取引条件は厳しく、例えば、医薬品の場合、今春のように薬価改訂があった際は受注単価の
引下げ協力要請を受けるといった例がみられる。
通信販売・宅配向けは、量的には近年、最も順調に推移してきた。ただし、物流コストのさらなる抑制や、競争激化の影響で受注単価の引下げ要請が強く、受注数量が伸びても収益の確保は厳しいという企業が多い。
電気器具・機械器具向けは、過去には大きなウエイトを占めていた企業が多かったものの、電機メーカー等の府外や海外への工場移転の影響を受けて、現在は売上げの１割前後にとどまるという企業が多い。箱専業メーカーの扱いが多いのは、部品類の国内又は輸出用の輸送箱であるが、近年は微減傾向が続いている。なお、この分野では、クリーンルーム内で製造される精密部品等の輸送で、紙粉がでないプラスチック製段ボール箱（プラダン）のシェア拡大の影響もあるようである。９月以降の円高の影響はあらわれていないが、今後の動きを懸念する企業はみられる。なお、今夏は、家電製品のうち、エアコンを含むエコポイント対象商品で動きがみられたが、これらの箱は大手シートメーカーの分野であり、中小規模の箱専業メーカーでは大きな恩恵を受けていない。

収益は厳しいながらやや改善
受注単価は、値下げ協力要請、相見積りによる価格競争が続いており、弱含みである。一方、コスト面で、原紙及びシートの価格は19年秋の値上がり後、21年春に古紙や燃料価格の下落、需要の減少から、若干、値下げされたが、引き続き高い水準を維持している。このほか、多品種小ロット、短納期による生産や輸送の効率低下も引き続きコストを上昇させている。こうした厳しさが続くものの、生産数量は全体として持ち直していることから、収益は前年に比べるとやや改善している企業が多い。

設備投資は継続

シートメーカーの主要設備であるコルゲータ（又はコルゲートマシン）は、全長50～100ｍの大規模な設備であり、補修・修理、部品の更新、改造等は継続して行われている。
また、箱専業メーカーでは、印刷機、トムソン（型抜き機）、グルア（糊貼機）が主な設備であるが、近年はシートメーカーが箱生産の設備を充実させてきていることもあり、これに対抗して、最新鋭の機械に入れ替える企業がみられる。このほか、ＣＡＤ・ＣＡＭの設備を充実させ、見本品を短時間で製作及び修正し、多品種小ロット・短納期に対応する例、生産工程を自動化し（自動給紙から箱製造まで）、省人化に取り組む例、美粧箱を扱う企業では印刷機の更新に力を入れる例もみられる。
競争力強化に向けて
段ボール箱は同業他社製品との差を出しにくく、受注単価の引下げ競争を余儀なくされる場合が多い。
こうした中、各社の競争戦略をみると、箱の搬入に際して、受注先工場の生産（出荷）ラインに直結したジャストインタイムの納品があげられ、傭車を減らし、自社トラック又は専属の運送業者による搬入に力を入れる企業がみられる。
このほか、受注先企業が商品企画を行う段階から関わり、箱、緩衝材、中仕切りの形状やデザイン、環境への配慮（内側にビニールを貼る場合の容易な分別等）といった提案を行う例がみられる。この場合、受注先企業のライバル企業との取引は行わないといった配慮も必要となる。
また、一部の食品や医薬品向けで、クリーンルーム内で箱詰め作業が行われる場合、箱の製造においても工場の建物の密閉と空気清浄装置の導入を行う例がみられる。
今後の見通し
本年に入って受注は持ち直しており、秋以降も先行き不安はあるが、この傾向が続くとみられる。ただし、本年の生産高は一昨年の水準には達しないかもしれないという企業も多い。
長期的にみると、段ボール箱の需要はおおむね安定した推移が見込まれている。ただし、前述のようにシートメーカーは自ら箱まで生産する割合を高めており、需要が伸び悩むと、箱専業メーカーの分野への参入も進むとみられる。さらに、箱専業メーカーも同業者間の受注獲得競争が厳しくなっている。こうした中、各社とも営業活動に従来以上に力を入れ、地域の中堅・中小企業に密着しつつ、その要請にきめ細かく対応したサービスを提供することが重要となっている。
なお、業界の上位企業（製紙メーカー、段ボールシートメーカー）をみると、国際競争力の強化、過剰設備や過当競争の解消に向けて、近年、再編・集約、業務提携が活発であり、グループ化が進んでいる。箱専業メーカーへの影響は、現在のところ、シートの仕入価格の値下げ交渉が難しくなったという点であるが、今後、箱専業メーカーのこれまでの受注分野、企業間競争への影響が注視される。　　　（松岡　信明）
[image: image1.emf]  平成18年 9,322,385 (　 0.1) 13,863,323 (  1.0)

　　19年 9,422,949 ( 　1.1) 13,965,561 (  0.7)

　　20年 9,219,039 (  -2.2) 13,560,695 (-2.9)

　　21年 8,212,298 (-10.9) 12,625,937 (-6.9)

22年１～９月 6,395,447 (   6.7) 9,577,568 (  4.2)

（注）従業者10人以上の事業所。

　　　（　）内は前年比、前年同期比。



段ボール原紙、シートの生産高の推移(全国)

段ボール原紙（ｔ） 段ボールシート（千㎡）

資料：経済産業省『紙・印刷・プラスチック・ゴム製品統計』
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